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ま え が き 

 

社団法人日本人材紹介事業協会（人材協）は、平成 20 年度において職業紹介に関する「民

間事業者を活用した施策展開のための調査研究」事業を厚生労働省から受託し、実施しま

した。 

1997 年以降数次にわたって職業紹介事業に関する法律、規則等の改正が行われたことに

伴い、民間の有料職業紹介事業者の増加が著しく、許可件数においても 2008 年 3 月で累計

15,000 事業所を超える状況となっています。 

このような状況の下、ホワイトカラーの職業を主な取扱職業とする「人材紹介事業」の

実態や特性に関して、明確な指標となるデータを集積するとともに、業務や経営に関する

現状を把握することは関連業界としても必要なものであったといえます。 

そこで本事業では、人材協に学識経験者、民間紹介事業者、行政関係者などを構成メン

バーとする「人材紹介事業の実態と役割に関する調査研究会」を設置し、同研究会では、

民間職業紹介事業者での職業紹介の実態の把握と今後の課題などの分析を行いました。 

本報告書は、これら一連の調査分析の成果を取りまとめたものです。本事業の成果が今

後の民間職業紹介事業者の事業運営並びに労働力需給調整に関係する行政各位の施策展開

のための一助となれば幸いです。 

最後に、本事業の推進にあたって多大なご協力をいただいた研究会委員並びにアンケー

ト調査、ヒアリング調査にご協力いただきました関係各位に対し、厚く御礼申し上げます。 

 

2009(平成 21)年 3 月 

社団法人日本人材紹介事業協会 

会長 佐々木 和行 
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調査研究の概要 
 

Ⅰ 趣旨・目的 

 

平成 11 年の職業安定法改正において、民間で行う職業紹介事業の取扱職業がネガティブ

リスト化されたことに伴い、ホワイトカラー等の職業を中心とした人材紹介事業の事業者数

は急速に拡大し、その取扱数も非常に高い伸び率で推移しており、サービス提供面でのノウ

ハウも蓄積しつつある。 

このような状況の下、我が国の職業紹介事業が、より効率的・効果的に運営され、国民

全体の利益に供し、経済及び社会の発展に寄与していくためには、公共及び民間の各事業者

がその特性や活力等を活かし、相互に連携しつつ、労働力需給調整が円滑、的確に行われる

ようにする必要がある。 

しかしながら、現状においては、民間の人材紹介事業に係るノウハウ等の情報が十分に

把握されていないことから、その実態を把握し、全体として更なる効果を挙げていくには、

どのような取り組みが必要であるか、ホワイトカラー等の職業についての調査分析を行うと

ともに、民間事業者がどのような役割を担っていく事が適当であるかについて調査研究を実

施する。 

平成２０年度は、「人材紹介事業の実態と役割に関する調査研究会」（座長 佐 野 哲 

法政大学教授）において、民間人材紹介事業運営の実態等の把握、分析を行う。 

 

Ⅱ 事業実施内容 

 

１ 調査研究委員会の設置 

本事業を的確に実施するため社団法人日本人材紹介事業協会内に次の委員会、小委員会を

設置する。 

（１）「人材紹介事業の実態と役割に関する調査研究委員会」 

（２）「人材紹介事業の実態と役割に関する調査研究小委員会」 

 

２ 実施体制 

調査研究員会は、原則として民間事業者及び学識経験者の参加と協力を得て行う。 



 

2 

 

Ⅲ 委員会・小委員会構成 

 

１ 人材紹介事業の実態と役割に関する調査研究委員会の構成 
（ ◎は座長 ○は副座長 ） 

【学識経験者】 

江淵 弓浩 （みずほ情報総研株式会社 社会経済コンサルティング部 産業・雇用チーム シニアコンサルタント） 

大関 義勝 （特定非営利活動法人キャリア・コンサルティング協議会 理事・事務局長） 

小林 英夫 （株式会社日本総合研究所 総合研究部門 人事戦略クラスター長 主席コンサルタント） 

◎佐野  哲  （法政大学 経営学部教授 社会学博士） 

原 ひろみ （独立行政法人労働政策研究・研修機構 人材育成部門 研究員 経済学博士） 

平田  充  （社団法人日本経済団体連合会 労政第一本部 雇用管理グループ副長） 

森 まり子 （東京商工会議所 企画調査部 課長） 

【民間事業者】 

石田 敬二 （株式会社東京海上日動キャリアサービス 執行役員 キャリアクリエーション事業部長） 

（社団法人日本人材紹介事業協会認定「人材紹介シニアコンサルタント」） 

盛郷 重光 （株式会社 ジェー・エム・アール 代表取締役会長） 

○三村  昌  （前 株式会社日本エグゼクティブセンター（現（株）フジサンケイ人材センター）代表取締役社長） 

【行政関係者】 

鈴木 英二郎 （厚生労働省 職業安定局 需給調整事業課長） 

【委員外（オブザーバー）】 

松浦 大造 （厚生労働省 職業安定局 総務課 首席職業指導官室 次席職業指導官） 

山田 雅彦 （厚生労働省 職業安定局 総務課 公共職業安定所運営企画室長） 

 

２ 人材紹介事業の実態と役割に関する調査研究小委員会の構成（ ◎ は委員長 ） 

【学識経験者】 

江淵 弓浩 （みずほ情報総研株式会社 社会経済コンサルティング部 産業・雇用チーム シニアコンサルタント） 

泉田  優 （法政大学大学院 経営学研究科 経営学専攻 修士課程１年） 

◎佐野  哲  （法政大学 経営学部教授 社会学博士） 

山田 佳織子 （日産自動車株式会社 人事部 日産ラーニングセンター マネジメントスクール） 

【行政関係者】 

待鳥 浩二 （厚生労働省 職業安定局 需給調整事業課 課長補佐） 

 

（敬称略、五十音順、所属等は委嘱時（平成 20 年 6月）のもの） 
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Ⅳ アンケート・ヒアリング調査の実施概要 

 

１ アンケート調査 
 

（１）目 的 

人材紹介事業の実態把握のため、事業の実施形態、紹介実績等についての定量的に分析す

る。 

（２）実施時期 ： 平成 20 年 10 月下旬～11月上旬 

（３）実施方法 ： 郵送配布、郵送回収 

（４）配布件数 ： １,１１４件 

平成１８年度末有料人材紹介事業許可事業者のうちホワイトカラー

職業取扱事業者から無作為抽出（宛先不明：２１件） 

（５）回収件数 ： ３１３件 

（６）回 収 率 ： ２８．６％（宛先不明を除く。） 

 

２ ヒアリング調査 
 

（１）目 的 

「人材紹介事業の実態アンケート調査」の補足部分を訪問聴取し、調査研究報告書におけ

る民間職業紹介事業者の実態分析への基礎資料とする。 

（２）実施時期 ： 平成 21 年 1 月～2月 

（３）調査対象 ： アンケート調査回答事業所のうち 33 事業所を選定 

・関東(東京都・神奈川県) ............... 18 事業所 

・中部(愛知県・静岡県) .................... ４事業所 

・関西(大阪府) ................................... ５事業所 

・九州(福岡県) ................................... ５事業所 

・その他(北海道) ............................... １事業所 

（４）調査項目 ：・紹介事業運営に関する質問 

最近の求人・求職動向、コンサルタントの雇用形態、給与制度 等 

・紹介関係データの管理状況(手法)に関する質問 

・実績報告書の内容充実に関する質問 

・その他 

 


